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研究成果の概要（和文）：CITESにおける「持続可能な利用」の導入は原産国の交渉能力を高め、取引拡大に寄
与したが、対抗言説の生成によりその妥当性には濃淡が生じている。換金性の高い種については「野生生物犯
罪」への対処として需要削減と法執行が重視され、木材及び海産種については附属書II掲載と実施管理が持続可
能な資源管理の手法として受容されている。かかる変化は規制条約とグローバル・ガバナンスとの相互作用に起
因し、国内実施においては条約目的の実現と政策目標とを関連づけて、適切な措置を選択することが求められる
が、日本においては実施プロセスの透明性、公開性が欠如し、広範な政策判断を伴う体制が確立されていない点
が停滞の一因である。

研究成果の概要（英文）：The introduction of “sustainable use” to CITES may contribute to the 
empowerment of range states and the enlargement of wildlife trade. However, the legitimacy of the 
discourse of “sustainable use” has been seen decreased in front of the emergence of counter 
arguments in CITES. As for the species with high market value, demand reduction and enforcement may 
be more emphasized than use, as a measure of Combating Wildlife Crime. As for timbers and marine 
species, listing of Appnedix II may be regarded as a sustainable management system of natural 
resources. These changes have been caused by the interaction of CITES and global governance of UN. 
As such, contracting parties should be required to decide their national implementation to take into
 the consideration of relevant policy objects. As for Japan, the transparency and openness of 
national implementation process is insufficient, with the vertical administrative structure, which 
may cause the stagnation of national implementation.

研究分野：国際環境法、国際政治学

キーワード： CITES　グローバル・ガバナンス　持続可能な利用　野生生物犯罪　国内実施　法執行　海からの持ち込
み　規範の変容
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研究成果の学術的意義や社会的意義
CITESにおける「持続可能な利用」の導入及び主流化は規制対象を拡大し、附属書II掲載による持続可能な資源
管理の手法を創発する一方で、金銭的価値の高い種については「野生生物犯罪」への対応として需要削減及び法
執行の強化が重視され、その妥当範囲は問題領域ごとに相違する。このようなCITESの規制アプローチの変遷及
び動揺は、条約実施プロセスのグローバル・ガバナンスへの統合と、それに伴う新たな言説及びアイディアの導
入により、生じていることを明らかにした。日本の国内実施は透明性の欠如等により、停滞しているが、パブリ
ックフォーラムにおける情報共有及び議論の喚起により、支配的言説の修正に一定程度、貢献した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



１．研究開始当初の背景  

(1)CITES の規制レジームの変容  

 絶滅が危惧される野生動植物の国際取引に関するワシントン条約(CITES)においては、1994 年

の附属書掲載基準の改正を契機として、保存主義を基調とする運用から、野生生物の「持続可能

な利用」は地域住民及び原産国に保全のインセンティブを付与し、長期的な保全に貢献するとい

う立場へと転換が図られた。この方針に従って、南部アフリカ諸国から日本及び中国を仕向け地

とする象牙の一度限りの取引が行われ、2000 年代には「持続可能な利用」の主流化の一環とし

て、木材及び海産種の附属書掲載が関心を集めるようになった。しかし、2017 年の CoP17 では、

象牙の国内市場閉鎖勧告を含む決議 10.10(Rev.CoP17)の採択により、象牙の取引再開の可能性

が閉ざされる一方で、木材及び海産種の附属書掲載は進展し、「持続可能な利用」の妥当範囲に

ついては、問題領域ごとに濃淡が生じていた。 

 

(2)日本における国内実施の停滞 

 日本は 1980 年代に国際的な批判を受けて国内実施措置の調整及び留保の撤回を行い、1990 年

代には附属書掲載基準の改正に貢献し、象牙取引に関与する等、「持続可能な利用」の唱道者と

して一定の役割を果たしていた。しかし、海産種規制には一貫して反対の立場をとり、附属書掲

載後には留保を付して適用を排除したため、CITES の規制に従った国内法の改廃・調整は行われ

ていない。CoP17 では、主要国が象牙の国内市場閉鎖勧告を受け入れる中、国内取引制度を堅持

することで批判を浴び、規制強化にも拘わらず、違法取引に対する法執行は不十分とみられてい

た。 

 

２．研究の目的  

(1) 規制レジームの動態的な変化の要因分析 

本研究課題は第一に、主として 2000 年代以降の CITES の実施プロセスを検討対象として、「持

続可能な利用」という言説の導入及び主流化が規制レジームに与えた変化の態様を明らかにす

ることを目的とする。「持続可能な利用」は IUCN 及び CBD において、科学的な保全管理と地域社

会への利益還元を含む概念として定式化され、原産国及び地域社会のエンパワーメントに寄与

するものと捉えられているが、野生生物の商品化を促進し、密猟・違法取引のリスクを高めてい

るとの批判もある。本研究課題は「持続可能な利用」の導入が、CITES において規制対象の拡大

及び制度的管理の発展をもたらす一方で、新たなリスクに関する対抗言説の生成により、その妥

当性には動揺が生じていることを明らかにする。 

 

 (2) 環境条約の国内実施の理論的検討及び日本の実行の評価 

 本研究課題は第二に、CITESの規制アプローチの変遷は、環境と開発に関する国連のグローバ

ル・ガバナンスの発展と条約の実施プロセスとの統合の過程で生じていることを明らかにし、

このような状況の下、動態的に変化する環境条約の国内実施のあり方を見極め、このような視



座に基づいて日本におけるCITESの国内実施の課題を検討する。 

 

３．研究の方法  

(1)締約国会議及び常設委員会等の条約実施機関の会合に参加し、参与と観察を行った。また、

NGO ネットワークを介した情報収集、専門家へのヒアリング、公式文書、報告書、文献の収集及

び調査を行い、会議の議案の変化及び手続の運用状況を検討すると共に、対立する陣営がどのよ

うなレトリックを用いて自らの主張を正当化し、附属書改正及びその他の議案の採択に影響を

及ぼしたか、という点を検討した。 

(2)国内規制当局の担当者及び専門家のヒアリングを行い、関連する新聞記事をデータベース化

し、そのテキスト分析を行って、CITES に対する日本社会の関心の変遷を調査した。また、日本

と関連する重要トピックについて（「北東太平洋におけるイワシ鯨の捕獲」及び「サメの保全と

持続可能な利用」）、海外の専門家を招聘して国際ワークショップを開催し、参加者との議論によ

り、多角的な検討を行った。 

 

4. 研究成果 

(1) 「持続可能な利用」の導入は自国の野生生物を戦略的な資源と捉え、取引拡大を求める原産

国と特定の種の利用に高い関心を有する消費国の先導で進められ、附属書改正基準の改正、CoP

決議の採択及び戦略計画への定位等、締約国の合意を着実に積み重ねることにより高い正当性

を獲得し、欧米主導の保全言説の転換に成功を収めたものと評価できる。特に、附属書改正基準

の改正は原産国の交渉能力を高め、CBNRM の興隆及びカリスマ種を含む野生生物取引の増大をも

たらした。しかし、近年は対抗言説の生成により、利用を制限する論調が優位となり、利用主体

である地域共同体の意思決定への参加及び附属書掲載基準への社会経済的考慮の反映について

は激しく争われ、そのエンパワーメントは、国内における促進的な取組みの共有に留まっている。 

 

(2) 国連においては、司法犯罪部門の関与により、増大する野生生物の密猟及び違法取引は地域

の安全を脅かす課題と位置付けられ、保全と安全保障の融合領域として「野生生物犯罪」への対

処が重要な政策課題とみなされるようになった。CITES は関連国際機関との連携を深めてこの動

向に積極的に関与し、実施プロセスにおいても、需要削減及び法執行の強化が重視されるように

なった。象牙の国内市場閉鎖勧告は、象牙の高い換金性を考慮して、「野生生物犯罪との闘い」

という対抗言説が優位に立ち、「持続可能な利用」の妥当性が制限された事例とみることができ

る。 

 

(3) 「持続可能な利用」の主流化の帰結としては、附属書 II掲載が持続可能な資源管理の手法

として効果的に機能することが原産国に認知され、木材及び海産種の附属書 II 掲載が進展した

点を挙げることができる。附属書 II 掲載種の拡大は、実施プロセスの適切な管理への関心を喚

起し、NDF 取得に係る能力構築及び RST の活用を促進し、手続の電子化(e-NDF)による負担軽減



も進められているが、正確な情報収集及び報告は課題である。海産種規制を CITES の mandate に

含めるべきか、という点は、資源利用国の強硬な反対により争われてきたが、近時、科学的知見

の集積及び実施プロセスへの支援の期待により、規制が大きく進展した。特にサメ類については

附属書 II 掲載が進展し、CITES が実質的な規制レジームとしてグローバル取引の管理及び法執

行の強化において主要な役割を果たすことが期待されるようになったことを明らかにした。 

 

(4) 「持続可能な利用」の主流化を支えていた新自由主義的思潮の後退がみられ、生物多様性の

危機、動物福祉の考慮、人獣共通感染症のパンデミック等、その他の対抗言説により、取引ない

し利用の制限が支持を集める場合もある。生物多様性の危機は、科学的不確実性が高い事案にお

ける予防的規制を正当化し、動物福祉の考慮は、生きた個体の取引条件の厳格化及び実質的な取

引停止措置に反映されている。パンデミック対策としての取引規制は導入されていないが、関連

国際機関との情報共有及び連携が模索されている。 

 

(5) 日本の国内実施の停滞・硬直化の要因としては、以下の点を指摘することができる。第一に、

他国の野生生物の生息状況に対する市民の関心は、条約締結当初と比べると低下し、その範囲も

限定される傾向にある。この点はさらなる実証を要するが、市民による違法取引の監視機能の脆

弱化により、世論を背景とした規制当局による実施措置の抜本的見直しが行われず、国内実施措

置が停滞する一因となっている可能性がある。第二に、日本が 80 年代に国内実施の見直しを余

儀なくされた背景には、他国(主として米国）の「外圧」が存在したが、2000 年代以降は遵守手

続及び実施の監督の制度化が進み、行動変容を目的とした一方的措置は発動されておらず、この

点が停滞の一因である可能性もある。尚、日本は常設委員会における不遵守の審議においては迅

速な改善を図ったことから、外からのサンクションが行動変容の重要な契機であることは示唆

されている。第三に、海産種の附属書掲載提案に対する日本の対応は一貫して消極的であるが、

この点は、海産種には国内実施法の適用が除外され、水産資源管理の規制当局である水産庁の意

向が色濃く反映されているためであると捉えられる。さらに、海産種については CITES の担当当

局の指定に若干の混乱がみられ、この点が実施の不安定化の一因である可能性がある。第四に、

密猟、違法取引に対する法執行は、法改正による厳罰化及び警察の積極的関与により、一定程度、

改善されているが、越境犯罪を含め、犯罪として処罰するための立法的対応は十分とは言えず、

水際規制の脆弱さ、附属書 II 掲載種の国内譲渡に係るトレーサビリティの確保等も課題である。

第五に、日本では、附属書改正及び実施プロセスのいずれにおいても、関係当局と利害関係者間

の調整で自国の立場が形成され、一般公衆の参加の機会は限定的であり、国際的な科学者コミュ

ニティとの連携・協力も行われていない。このような決定プロセスの透明性、公開性の欠如が「規

制の虜」のリスクを高め、国際的な議論の動向と乖離する一因となっていると思われる。 

 

(6) 「持続可能な利用」の受容及び主流化は単線的なプロセスではなく、その含意は複雑に分岐

し、対抗言説の生成により妥当範囲が制限される場合もある。本研究課題では、問題領域ごとに



その妥当範囲を検討し、換金性の高い種については「野生生物犯罪」への対処として、需要削減

と法執行の強化が支持を集める一方で、自然資源の商業的取引については、附属書 II 掲載と実

施管理の枠組みが持続可能な資源管理の手法として定着しつつあることを明らかにした。この

ような規範の変容は規制レジームとグローバル・ガバナンスとの相互作用により生じている。し

たがって、条約の国内実施においては、条約目的の実現を、その文脈に定位された政策目標と関

連づけることにより、妥当な国内実施措置を選択することが求められていると捉えられる。この

ように、動態的な環境条約の国内実施を国際的な統治の作用と国内的な統治の作用が交錯する

場として捉え、総合的な政策判断に基づく実施措置の選択が求められるところ、日本においては、

担当部局ごとの利益調整（縦割り行政）が依然として強固であり、総合的な判断が妨げられてい

る点が、国際的な議論の動向と乖離が生じる一因である可能性がある。 
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